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資料１ 災害廃棄物等の発生量の推計方法 

１ 災害廃棄物発生量の推計 

（１）災害廃棄物発生量 

①推計式 

Ｙ ＝ Ｙ１ ＋ Ｙ２ 

Ｙ：災害廃棄物全体量（トン） 

Ｙ１：建物解体に伴い発生する災害廃棄物（＝解体廃棄物）量（トン） 

Ｙ２：建物解体以外に発生する災害廃棄物量（トン） 

 

Ｙ１ ＝ Ｘ１ × ａ(揺れ) × ｂ１ ＋ Ｘ２ × ａ(揺れ) × ｂ２ ＋ Ｘ３ × ａ(地震火災) × ｂ３ 

Ｘ１、Ｘ２、Ｘ３：被害棟数（棟） 

添え字 １：住家全壊 ２：住家半壊 ３：住家火災焼失 

 

ａ(揺れ)：地震（揺れ）による解体廃棄物発生原単位（t/棟） 

ａ(地震火災)：地震（地震火災）による解体廃棄物発生原単位（t/棟） 

ａ(揺れ) ＝ Ａ１ × ａ１ × ｒ１ ＋ Ａ２ × ａ２ × ｒ２ 

ａ(地震火災) ＝ Ａ１ × ａ１ × ｒ１ ＋ Ａ２ × ａ２ × ｒ２ 

Ａ１：木造床面積（ｍ２/棟） Ａ２：非木造床面積（ｍ２/棟） 

ａ１：木造建物発生原単位（トン/ｍ２） ａ２：非木造建物発生原単位（トン/ｍ２） 

ａ３：地震火災による木造建物発生原単位（トン/ｍ２） 

ａ４：地震火災による非木造建物発生原単位（トン/ｍ２） 

ｒ１：解体棟数の構造割合（木造）（－） ｒ２：解体棟数の構造割合（非木造）（－） 

ｂ１：全壊建物解体率（－） ｂ２：半壊建物解体率（－） ｂ３：火災焼失建物解体率（－） 

 

Ｙ２ ＝ Ｘ１ × ＣＰ 

ＣＰ：片付けごみ及び公物等発生原単位（トン/棟） 

出典：「災害廃棄物対策指針」技術資料【技 14-２】災害廃棄物全体量 推計式【１】の一部を改変しています。 

 

②条件設定 

資表１－１ 発生原単位等設定値 
 設定項目 単位 設定値 出典 

Ａ１ 木造床面積 m2/棟 117.0  「令和５年度 固定資産の価格等の概要調

書」（総務省）の木造、木造以外別の棟数及

び床面積より算出 Ａ２ 非木造床面積 m2/棟 310.3  

ａ１ 木造建物発生原単位 トン/m2 0.5  
「災害廃棄物対策指針」技術資料【技 14-２】 

ａ２ 非木造建物発生原単位 トン/m2 1.2  

ａ３ 
木造建物発生原単位

（地震火災） 
トン/m2 0.3  

0.5（木造建物発生原単位） 

×0.66（木造減量率 34%） 

ａ４ 
非木造建物発生原単位

（地震火災） 
トン/m2 1.0  

1.2（非木造建物発生原単位） 

×0.84（非木造減量率 16%） 

ｒ１ 
解体棟数の構造割合

（木造） 
― 0.84  「令和５年度 固定資産の価格等の概要調

書」（総務省）の木造、木造以外別棟数より

算出 ｒ２ 
解体棟数の構造割合

（非木造） 
― 0.16  

ｂ１ 全壊建物解体率 ― 0.75  

「災害廃棄物対策指針」技術資料【技 14-２】 

ｂ２ 半壊建物解体率 ― 0.25  

ｂ３ 火災焼失建物解体率 ― 1.00  

ＣＰ 
片付けごみ及び公物等

発生原単位(地震(揺れ)) 
トン/棟 53.5  

  



 

資-2 

 

資表１－２ 建物被害棟数 

単位：棟 

揺れ 液状化 土砂災害 地震火災 

全壊 半壊 全壊 半壊 全壊 半壊 焼失 

11,623 5,573 65 1,761 2 4 5,066 

注）災害廃棄物発生量の推計では、液状化と土砂災害による被害棟数は揺れによる被害棟数としてカウントして

います。 

出典：「阿賀野市地域防災計画」（令和６年３月 阿賀野市） 

 

資表１－３ 災害廃棄物の組成（平成 28 年度熊本地震モデル解体） 
 木造 非木造 

柱角材 18% 
19% 

0% 
2% 

可燃物 1% 2% 

不燃物 26% 

81% 

0% 

98% 
コンクリートがら 51% 93% 

金属くず 1% 3% 

その他 3% 2% 

合計 100% 100% 100% 100% 

出典：「災害廃棄物対策指針」技術資料【技 14-２】 

 

③推計結果 

◆ 損壊建物等の撤去等に伴い発生する災害廃棄物は、2,178,922 トンと推計されます。これ

は、平時の一般廃棄物排出量（令和５年度：13,713 トン/年）の約 159 年分に相当し、大

量の廃棄物処理が課題となります。 

◆ 組成別では「コンクリートがら」の発生量が最も多く、1,257,672 トンと見込まれます。

再生利用及び処理が課題となります。 

◆ 「不燃物」の発生量は、475,877 トンと推計されます。これは、平時の不燃ごみ及び粗大

ごみ排出量の合計（令和５年度：903 トン/年）の約 527 年分に相当します。そのため、破

砕・選別施設及び最終処分場の処理先が逼迫することが想定されます。 

 

資表１－４ 災害廃棄物発生量の推計結果 

 全壊 

（揺れ） 

半壊 

（揺れ） 

火災焼失 

（地震火災） 

片付けごみ、

公物等 
合計 

災害廃棄物発生量 

（トン） 
953,182 199,442 400,883 625,415 2,178,922 

 

資表１－５ 災害廃棄物発生量の推計結果（組成別） 

単位：トン 
 木造 非木造 木造＋非木造 

柱角材 329,453  0  329,453  

可燃物 18,303  6,973  25,276  

不燃物 475,877  0  475,877  

コンクリートがら 933,448  324,224  1,257,672  

金属くず 18,303  10,459  28,762  

その他 54,909  6,973  61,882  

合計 1,830,293  348,629  2,178,922  
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（２）発災初動期における片付けごみ発生量 

①推計式 

Ｃ ＝ （Ｘ１＋Ｘ２） × ｃ 

Ｃ：片付けごみ発生量（トン） 

Ｘ１、Ｘ２：被害棟数（棟） 添え字 １：住家全壊、２：住家半壊 

ｃ：片付けごみ発生原単位（トン/棟） 

出典：「災害廃棄物対策指針」技術資料【技 14-２】片付けごみ発生量 推計式【２】の一部を改変しています。 

 

②条件設定 

資表１－６ 発生原単位設定値 
 設定項目 単位 設定値 出典 

ｃ 
片付けごみ発生原単位 

(地震(揺れ)) 
トン/棟 2.5 「災害廃棄物対策指針」技術資料 技 14-２ 

 

③推計結果 

◆ 片付けごみを粗大ごみと想定すると、その発生量は 47,570 トンと推計されます。これは、

平時の粗大ごみ排出量（令和５年度：655 トン/年）の約 73年分に相当し、迅速な処理が

課題となります。 

◆ 片付けごみは、発災直後や避難者の帰宅時に集中して排出されることが想定されるため、

仮置場の確保や効率的な収集・運搬方法の検討が必要です。 

 

資表１－７ 片付けごみ発生量の推計結果 

片付けごみ発生量 

（トン） 
47,570 
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２ 避難所ごみ発生量の推計 

①推計式 

避難所ごみの発生量（トン/日） ＝ 避難者数（人） × 発生原単位（g/人・日） / 1,000,000 

出典：「災害廃棄物対策指針」技術資料【技 14-３】避難所ごみ発生量の一部を改変しています。 

 

②条件設定 

資表１－８ 発生原単位等設定値 

設定項目 単位 設定値 出典 

避難者数 人 22,740 
「阿賀野市地域防災計画」（令和６年３月 

阿賀野市） 

発生原単位 g/人・日 674.9 

「阿賀野市一般廃棄物処理基本計画」（令和

７年３月 阿賀野市） 

家庭系収集ごみの１人１日あたり排出量（粗

大ごみ除く） 

家庭系ごみ：719.5g/人・日(令和５年度） 

粗大ごみ：44.6g/人・日(令和５年度） 

 

③推計結果 

◆ 避難所ごみは、15.3 トン発生するものと推計されます。これは平時の家庭系ごみ（粗大ご

みを除く）排出量（令和５年度：１日あたり排出量約 27.0 トン）の約 57%に相当します。 

 

資表１－９ 避難所ごみ発生量の推計結果 

避難所ごみ発生量 

（トン/日） 
15.3 

 

３ し尿収集必要量の推計 

①推計式 

し尿収集必要量（kL/日） 

＝ 災害時におけるし尿収集必要人数 × １人１日平均排出量 / 1,000 

＝ （①仮設トイレ必要人数 ＋ ②非水洗化区域し尿収集人口）× ③１人１日平均排出量 

 

① 仮設トイレ必要人数 ＝ 避難者数 ＋ 断水による仮設トイレ必要人数 

避難者数：避難所へ避難する住民数 

断水による仮設トイレ必要人数＝｛水洗化人ロ－避難者数×（水洗化人口／総人口）｝ 

×上水道支障率×1／2 

水洗化人口：平常時に水洗トイレを使用する住民数（下水道人口、浄化槽人口） 

総人口：水洗化人口＋非水洗化人口 

上水道支障率：地震による上水道の被害率 

１/２：断水により仮設トイレを利用する住民は、上水道が支障する世帯のうち１/２の住民 

と仮定。 

 

② 非水洗化区域し尿収集人口 ＝ 汲取人ロ － 避難者数 × （汲取人口／総人口） 

汲取人口：計画収集人口 

 

③ １人１日平均排出量＝1.7Ｌ／人・日 

出典：「災害廃棄物対策指針」技術資料【技 14-３】し尿収集必要量の一部を改変しています。 
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②条件設定 

◆ 避難所では一度に多くの人を収容するため、既存のトイレだけでは対応が難しいと想定さ

れます。断水の影響を考慮し、避難所に避難するすべての住民が仮設トイレを利用すると

仮定します。 

◆ また、断水によって水洗トイレが使用できなくなった在宅住民についても、仮設トイレを

利用すると仮定します。 

◆ 仮設トイレを利用する在宅住民の割合は、断水によって上水道の利用が困難な世帯の半数

と仮定します。残り半数の在宅住民は、給水や井戸水などで用水を確保し、自宅のトイレ

を使用すると仮定します。 

 

資表１－10 設定値 

設定項目 単位 設定値 出典 

避難者数 人 22,740 
「阿賀野市地域防災計画」（令和６年３月 

阿賀野市） 

水洗化人口 人 31,363 

「阿賀野市一般廃棄物処理基本計画」（令和

７年３月 阿賀野市） 

公共下水道人口※：28,725人（令和５年度） 

合併処理浄化槽人口：2,638 人(令和５年度） 
※農業集落排水処理人口を含みます。 

総人口 人 39,584 住民基本台帳人口（令和６年３月末日） 

上水道支障率 － 
0.977 

（97.7%） 

「阿賀野市地域防災計画」（令和６年３月 

阿賀野市） 

汲取人口 人 2,009 

「阿賀野市一般廃棄物処理基本計画」（令和

７年３月 阿賀野市） 

し尿収集人口：2,009 人（令和５年度） 

 

③推計結果 

◆ 発災 1日後のし尿収集必要量は、51.2kL と推計されます。これは、平時のし尿処理量（令

和５年度：１日あたり処理量約 22.6L）の約 2.3 倍に相当し、迅速な処理体制の確保が課

題となります。 

◆ し尿収集は専用車両（バキューム車）が必要であり、車両台数の不足や収集運搬ルートが

課題となるため、事前の検討が必要です。 

◆ 発災直後は、断水や避難所の開設により仮設トイレの不足が懸念されるため、簡易トイレ

等の備蓄を進める必要があります。 

 

資表１－11 し尿収集必要量の推計結果 

し尿収集必要量 

（kL/日） 
51.2 
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資料２ 災害廃棄物の処理可能量の推計方法 

１ 焼却処理施設 

①推計式 

処理可能量（トン/年） ＝（日処理能力（トン/日）× 年間稼働日数（日） 

－ 年間処理実績（トン/日））× 市町村按分率 

 

②条件設定 

資表２－１ 設定値（クリーンセンターあがのがわ） 

 施設名称 クリーンセンターあがのがわ 

設定項目 単位 設定値 出典 

日処理能力 トン/日 117.1 
公称能力（122 トン/日）に対して調整稼働率

（96%）を踏まえて設定。 

年間稼働日数 日/年 300 災害時の緊急対応として 300 日を設定。 

年間処理実績 トン/年 32,490 

本計画策定時点、クリーンセンターあがのが

わは稼働していないため、構成市町村の焼却

処理量を設定。 

「一般廃棄物処理実態調査結果」（環境省） 

阿賀野市：11,971 トン/年（令和４年度） 

五 泉 市：17,321 トン/年（令和４年度） 

阿 賀 町： 3,198 トン/年（令和４年度） 

市町村按分率 － 
0.368 

（36.8%） 

上記焼却量の比率を設定。 

五泉市 53.4%、阿賀町 9.8% 

 

資表２－２ 設定値（阿賀野市環境センター） 

 施設名称 阿賀野市環境センター 

設定項目 単位 設定値 出典 

日処理能力 トン/日 57.6 
公称能力（60 トン/日）に対して調整稼働率

（96%）を踏まえて設定。 

年間稼働日数 日/年 300 災害時の緊急対応として 300 日を設定。 

年間処理実績 トン/年 0 令和７年３月で受入停止となる。 

市町村按分率 － 
1.000 

（100.0%） 
本市所管施設。 

 

③推計結果 

◆ 損壊家屋の撤去等で発生する柱角材が 329,453 トン、可燃物が 25,276 トン（資表１－５参

照）発生すると想定されます。一方、既存焼却施設での処理可能量は 18,252 トン/年であ

り、焼却処理には約 19.4 年を要します。処理期間を３年とした場合、処理能力が大幅に不

足することが課題です。 

◆ 家屋の柱はリサイクル材としての価値が高いため、極力マテリアルリサイクルを進めるこ

とが求められます。また、合板くずや小片木くずはサーマル原料等として利用することも

重要です。 
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資表２－３ 処理可能量の推計結果 

施設名称 処理可能量（トン/年） 

クリーンセンターあがのがわ 972 

阿賀野市環境センター注） 17,280 

合計 18,252 

注）令和７年３月に受入停止。稼働停止から時間が経過するにつれて、施設

の再稼働に要する時間が増加することに留意する必要があります。 

 

２ 破砕・選別施設 

①条件設定 

破砕・選別施設「クリーンセンターあがのがわマテリアルリサイクル推進施設」の災害廃棄物

処理可能量について、「災害廃棄物対策指針」技術資料 技 14-４を参考に検討しました。検討に

は、同資料に示されている資表２－４の試算シナリオ※を用いましたが、以下のとおり、当該施

設はいずれのシナリオにも該当しませんでした。 

※現状の稼働（運転）状況に対する負荷を考慮して安全側の検討となる低位シナリオから災害廃棄物等の処理を

最大限行うと想定した高位シナリオ、また、その中間となる中位シナリオが設定されており、処理可能量の試

算に使用されます。 

 

クリーンセンターあがのがわマテリアルリサイクル推進施設の処理能力：10t/日 

低位シナリオ、中位シナリオ：処理能力が不足しています。 

高位シナリオ：処理能力が 10t/日で、シナリオに示される処理能力を満たしていますが、構

成市町村で処理量を按分する必要があるため、本市が使用できる実質的な処理

能力は 10t/日を下回っています。 

 

資表２－４ 試算シナリオの設定（一般廃棄物の破砕・選別施設） 

 低位シナリオ 中位シナリオ 高位シナリオ 

稼働年数 20 年超の施設を除外 30 年超の施設を除外 制約なし 

処理能力(公称能力) 
50t/日未満の施設を除外 

(全施設の約 70%を除外) 

30t/日未満の施設を除外 

(全施設の約 50%を除外) 

10t/日未満の施設を除外 

(全施設の約 20%を除外) 

処理能力(公称能力) 

に対する余裕分の割合 
20%未満の施設を除外 10%未満の施設を除外 制約なし 

年間処理量（実績） 

に対する分担率 
最大で 5% 最大で 10% 最大で 20% 

出典： 「災害廃棄物対策指針」技術資料 技 14-４ 

 

②推計結果 

◆ 以上の検討結果から、当該施設では災害廃棄物の処理能力は不十分であると判断され、追

加の処理手段や広域的な対応が必要となります。 
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資料３ 仮置場の必要面積の算定方法 

１ 仮置場の必要面積の算定 

①推計式 

面積（m2）＝ 集積量 ÷ 見かけ比重 ÷ 積み上げ高さ ×（１ ＋ 作業スペース割合） 

集積量（トン） ：災害廃棄物の発生量 － 処理量 

処理量（トン） ：災害廃棄物の発生量 ÷ 処理期間 

見かけ比重（t/m3） ：可燃物：0.4（t/m3）、不燃物：1.1（t/m3） 

積み上げ高さ（m） ：5m 以下が望ましい 

作業スペース割合 ：１（100%） 
注）仮置場の必要面積は、廃棄物容量と積み上げ高さから算定される面積に車両の走行スペース、分別等

の作業スペースを加算する必要がある。阪神・淡路大震災の実績では、廃棄物置場とほぼ同等か、そ

れ以上の面積がこれらのスペースとして使用されました。そこで、仮置場の必要面積は廃棄物容量か

ら算定される面積に、同等の作業スペースを加えます。 

出典：「災害廃棄物対策指針」技術資料【技 18-２】 

 

②条件設定 

資表３－１ 設定値 

設定項目 単位 設定値 出典 

災害廃棄物発生量 

（可燃物） 
トン 354,729 資表１－５（柱角材及び可燃物の合計） 

災害廃棄物発生量 

（不燃物） 
トン 1,824,193 

資表１－５（不燃物、コンクリートがら、金

属くず及びその他の合計） 

処理期間 年 3 本計画における災害廃棄物等の処理目標 

積み上げ高さ m 5 積み上げ可能な高さの最大値 

 

③算定結果 

◆ 市内で 2,178,922 トンの災害廃棄物が発生した場合、必要となる仮置場の面積は 678,714m2

となります。 

◆ 次項の資表４－１に示すとおり、仮置場候補地の面積の合計は 207,850m2であり、仮置場

面積は不足しています。 

 

資表３－２ 仮置場の必要面積の算定結果 

必要面積（m2） 
678,714 

（約 67.9ha） 
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資料４ 仮置場の候補地 

資表４－１ 仮置場候補地リスト 

No. 地区名 所在地 
敷地面積（m2） 

現在の使用用途 
幅(m)×長さ(m)  

１ 安田 保田 4664  70 × 113 7,910 保田小学校グラウンド 

２ 安田 小浮 2443  70 × 120 8,400 旧大和小学校グラウンド 

３ 安田 六野瀬 1344  65 ×  92 5,980 赤坂小学校グラウンド 

４ 安田 福永 1475  80 ×  94 7,520 山手小学校グラウンド 

５ 安田 寺社甲 2009  80 × 103 8,240 旧寺社小学校グラウンド 

６ 安田 保田 4419  75 × 130 9,750 安田中学校グランド 

７ 安田 保田 4807  90 ×  90 8,100 城ノ内野球場 

８ 安田 新保地先 150 × 350 52,500 安田橋運動公園 

９ 京ヶ瀬 姥ヶ橋 739  80 × 100 8,000 京ヶ瀬中学校グラウンド 

10 京ヶ瀬 前山 305-1  70 × 100 7,000 前山小学校グラウンド 

11 京ヶ瀬 駒林 5050  40 ×  80 3,200 
県立駒林特別支援学校グラウン

ド 

12 京ヶ瀬 

京ヶ瀬工業団地 

3610-154 地先 

(阿賀野川堤防脇) 

 30 ×  30 900 阿賀野川防災ステーション 

13 水原 岡山町 4-35 100 ×  50 5,000 水原小学校グラウンド 

14 水原 南安野町 7-1 100 ×  50 5,000 安野小学校グラウンド 

15 水原 野地城 259-2 100 ×  50 5,000 堀越小学校グラウンド 

16 水原 東町 995 100 ×  50 5,000 分田小学校グラウンド 

17 水原 学校町 9-9 100 ×  50 5,000 水原中学校グラウンド 

18 水原 学校町 3-9 100 ×  50 5,000 阿賀野高等学校グラウンド 

19 笹神 山崎 1443-1 100 ×  75 7,500 笹岡小学校グラウンド 

20 笹神 山倉村 107 110 ×  75 8,250 神山小学校グラウンド 

21 笹神 笹岡 200 200 ×  90 18,000 笹神中学校グラウンド 

22 笹神 大室宇大室山国有林  90 ×  40 3,600 旧五頭高原スキー場駐車場 

23 笹神 笹岡字中ノ沢 130 × 100 13,000 阿賀野市最終処分場 

計 207,850  
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資料５ 一次仮置場の設置・管理・運営に必要な資機材 

資表５－１ 一次仮置場における必要資機材 

区

分 
主な資機材リスト 用途 必須 

必要に

応じて 

設
置 

敷鉄板、砂利 大型車両の走行、ぬかるみ防止  ○ 

マグネット付のバックホウ等 敷鉄板の敷設  ○ 

出入口ゲート、チェーン、南京

錠 

保安対策（進入防止）、不法投棄・盗

難等の防止 
○  

案内板、立て看板、場内配置

図、告知看板 

運搬車両の誘導、災害廃棄物の分別区

分の表示、お知らせ・注意事項の表示

等 

○  

コーン標識、ロープ 
仮置き区域の明示、重機の可動範囲・

立ち入り禁止区域の明示等の安全対策 
 ○ 

受付 搬入受付 ○  

処
理 

フォーク付のバックホウ等 災害廃棄物の粗分別、粗破砕、積み上

げ、搬出車両の積み込み 

○  

マグネット、スケルトン  ○ 

移動式破砕機 災害廃棄物の破砕  ○ 

運搬車両（パッカー車、平ボデ

ィ車、大型ダンプ、アームロー

ル車等） 

災害廃棄物の搬入・搬出 ○  

作
業
員 

保護マスク、めがね、手袋、安

全（長）靴、耳栓 
安全対策、アスベスト吸引防止 〇  

休憩小屋（プレハブ等）、仮設

トイレ 
職員のための休憩スペース、トイレ  ○ 

クーラーボックス 職員の休憩時の飲料水の保管  ○ 

管
理 

簡易計量器 災害廃棄物の搬入・搬出時の計量  ○ 

シート 土壌汚染の防止、飛散防止  ○ 

仮囲い 
飛散防止、保安対策、不法投棄・盗難

防止、騒音低減、景観への配慮 
 ○ 

飛散防止ネット 飛散防止  ○ 

防塵ネット 粉じんの飛散防止  ○ 

タイヤ洗浄設備、散水設備・散

水車 
粉じんの防止  ○ 

発電機 

電灯や投光機、水噴霧のための電力確

保、職員の休憩スペースにおける冷暖

房の稼働用 

 ○ 

消臭剤 臭気対策  ○ 

殺虫剤、防虫剤、殺鼠剤 害虫対策、害獣対策  ○ 

放熱管、温度計、消火器、防火

水槽 

火災発生防止（堆積物内部の放熱・温

度・一酸化炭素濃度の測定） 
 ○ 

掃除用具 仮置場その周辺の掃除（美観の保全）  ○ 

出典：「必要資機材」（災害廃棄物対策指針 技術資料 技 17-１） 
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出典：「必要資機材」（災害廃棄物対策指針 技術資料 技 17-１） 
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出典：「必要資機材」（災害廃棄物対策指針 技術資料 技 17-１）  
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出典：「必要資機材」（災害廃棄物対策指針 技術資料 技 17-１） 

  



 

資-14 
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出典：「必要資機材」（災害廃棄物対策指針 技術資料 技 17-１） 
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出典：「必要資機材」（災害廃棄物対策指針 技術資料 技 17-１） 
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